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「一般社団法人日本管路更生工法品質確保協会下水道管路更生管理技士資格制度規程」の新旧対比表 

旧 規 程 改   訂   

「下水道管路更生管理技士資格制度規定（令和３年４月改訂）」 

 

第 1 章  総  則 

 

   第５条 (認定の取り消し) 

    当協会が認定した有資格者が不正行為や重大な過失、資格の不正使用があった場合には、当協 

会会長は当該資格者の資格の認定を取り消しすることができる。 

2.当協会会長は、資格試験委員会の調査および審議の結果に基づき、前項の資格の取り消しを行 

う。ただし、当協会会長が緊急を要するとみとめたときはこの限りではないが、この場合におい 

ても、取り消しを行った旨およびその理由を資格試験委員会に報告し了承を得ることとする。 

 

 

第２章  資 格 試 験 

 

第９条（受験資格） 

    受験者は、次の条件を満たしている者とする。 

（１）対象資格保有者又は実務経験保有を有する者 

対象となる資格 

一級土木施工管理技士 

一級建設機械施工技士 

技術士         （該当する技術部門は別に定める細則による。） 

二級土木施工管理技士 （該当する工事の種別は別に定める細則による。） 

二級建設機械施工技士 （該当する工事の種別は別に定める細則による。） 

実務経験の場合 

           土木工事１０年以上で且つ２件以上の管路更生工事の実務経験者 

               （所属する会社による実務経験の証明による。） 

 

 

(２) 第５条の規定により認定を取り消された場合には、認定取り消しの日から２年以上を経 

過した者 

 

第１０条（受験申込） 

     当協会は、予め季刊誌管路更生および当協会のホームページにて、資格試験に関する実施案 

内を掲載する。 

       受験者は、所定の期日までに必要事項を記入した受験申込書を当協会へ送付するとともに受 

験手数料を納付する。 

 

 

第１２条（合格者の決定） 

       合格者の決定は、資格試験委員会試験部会において審議、決定し、資格試験委員会委員長に報 

告すると共に、会長の承認を得る。 

      合格、不合格の結果は、各受験者に通知するとともに合格者には合格者証を送付する。また、 

合格者の氏名は季刊誌管路更生および当協会のホームページに掲載する。 

「下水道管路更生管理技士資格制度規程（令和４年４月１日改訂）」 

 

第 1 章  総  則 

 

   第５条 (認定の取り消し) 

    当協会が認定した有資格者に不正行為や重大な過失、資格の不正使用があった場合には、当協 

会会長は当該資格者の資格の認定を 

2.当協会会長は、資格試験委員会の調査および審議の結果に基づき、前項の資格の認定を取り消 

す。ただし、当協会会長が緊急を要するとみとめたときはこの限りではないが、この場合におい 

ても、取り消しを行った旨およびその理由を資格試験委員会に報告し了承を得ることとする。 

 

 

第２章  資 格 試 験 

 

第９条（受験資格） 

    受験者は、次の条件を満たしている者とする。 

（１）対象資格又は実務経験を有する者 

対象となる資格 

一級土木施工管理技士 

一級建設機械施工技士 

技術士         （該当する技術部門は別に定める細則による。） 

一級土木施工管理技士補 

一級建設機械施工技士補 

二級土木施工管理技士 （該当する工事の種別は別に定める細則による。） 

二級建設機械施工技士 （該当する工事の種別は別に定める細則による。） 

実務経験の要件 

           土木工事１０年以上で且つ２件以上の管路更生工事の実務経験者 

               （所属する会社による実務経験の証明による。） 

(２) 第５条の規定により認定を取り消された場合には、認定取り消しの日から２年以上を経 

過した者 

 

第１０条（受験申請） 

     当協会は、予め機関誌管路更生および当協会のホームページにて、資格試験に関する実施案 

内を掲載する。 

       受験者は、所定の期日までに必要事項を記入した受験申込書を当協会へ送付し、受験を申請 

する。 

 

 

第１２条（合格者の決定） 

     合格者の決定は、資格試験委員会試験部会において審議、判定し、資格試験委員会委員長に報 

告すると共に、会長の承認を得る。 

      合否の結果は、各受験者に通知するとともに合格者には合格者証を送付する。また、合格者の 

氏名は機関誌管路更生および当協会のホームページに掲載する。 
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旧 規 程 改   訂  

     第１３条（合格者証の有効期間） 

       合格者証の有効期間は無期限とする。 

 

 

第３章 管 路 更 生 工 法 技 術 研 修 

                 

第１４条（技術研修） 

       当協会で実施する管路更生工法技術研修を受講し修了試験に合格しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１５条（技術研修の免除） 

     当協会の資格試験委員会が認定した管路更生工法の技術研修を受講し、当該工法の研修を修了 

した者は第１４条の技術研修を免除することができる。 

認定工法は、別に定める細目による。 

 

 

第４章  資 格 者 証 

 

第１７条（資格者証の発行） 

      資格者証の発行は、資格試験合格証および管路更生工法技術研修修了証を当協会に提示し、所 

定の期日までに当協会が登録手数料を受領した後、発行する。 

 

 

第２０条（更新） 

      資格者証の更新は、有効期限を迎える下水道管路更生管理技士の資格者証と、当協会が主催す 

る更新講習の受講修了証と、有効期限内に受講した更新のための管路更生工法技術研修の修了証 

を提示した者に対し承認する。 

    第１３条（合格者証の有効期間） 

       合格者証の有効期間は、合格者証発行日より５年目の日を含む年度の末日までとする。 

 

 

第３章 管 路 更 生 工 法 技 術 研 修 

 

第１４条（技術研修の方法） 

       技術研修の方法は、２時間以上の工法に関する講習および修了考査とする。 

 

第１５条（技術研修の内容） 

       技術研修は、工法の特徴やノウハウを熟知させるために講習および修了考査により行うもの 

とする。 

 

第１６条（技術研修の受講資格） 

       技術研修の受講資格は、資格試験合格者証を有することとする。 

 

第１７条（技術研修の受講申請） 

       技術研修を受けようとする者は、当協会機関誌管路更生およびホームページに掲載の実施案 

    内により、所定の期日までに必要事項を記入した受講申込書を当協会へ送付し受講を申請する。 

 

第１８条（技術研修の受講手数料） 

       受講および受験手数料は、別に定める細則による。 

 

第１９条（修了者の決定） 

       修了者の決定は、資格試験委員会試験部会において審議、判定し、資格試験委員会委員長に報 

告すると共に、会長の承認を得るものとする。 

合否の結果は、各受験者に通知するとともに合格者には修了証を送付する。 

合格者の氏名は機関誌管路更生およびホームページに掲載する。 

 

第２０条（修了証の有効期間） 

修了証の有効期間は、修了証発行日より５年目の日を含む年度の末日までとする。 

 

第２１条（技術研修の免除） 

       当協会の資格試験委員会が認定した管路更生工法の技術研修を受講し、当該工法の研修を修了 

した者は第１４条～第２０条の技術研修の免除を受けることができる。 

認定工法は、別に定める細則による。 

 

 

第４章  資 格 者 証 

 

第２３条（資格者証の発行） 

       資格者証は、資格試験合格証および管路更生工法技術研修修了証を当協会に提示し、所定の期 

日までに当協会に登録手数料を納入した後、発行される。 

 

 

第２６条（更新） 

       資格者証は、有効期限を迎える下水道管路更生管理技士の資格者証と、当協会が主催する更新 

講習の受講修了証と、有効期限内に受講した更新のための管路更生工法技術研修の修了証を提示 

した者に対し更新が認められる。 
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旧 規 程 改   訂  

 

第２２条（資格者証の返納） 

      資格を喪失した場合においては、当該資格者の資格者証を返納するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

  

 

第２８条（資格者証の返納） 

     資格を喪失した者は、資格者証を返納するものとする。 

 

 

第５章 更 新 講 習 

 

第２９条（更新講習の方法） 

更新講習の方法は、オンライン更新講習により随時行うこととする。 

 

第３０条（更新講習の内容） 

       更新講習は、下水道管路更生管理技士としての技術的資質の維持、向上を図るために行うも 

のとする。 

2 更新講習は、下水道管路更生工事を的確に遂行するに必要な一般事項、更生工法の要求性能、 

設計、品質、施工、出来形管理、施工環境等の知識や考え方について行うものとする。 

 

第３１条（更新講習の受講資格） 

更新講習の受講資格は、次の項目の何れかに該当することとする。 

(１) 下水道管路更生管理技士登録簿に登録されており、当該年度をもって有効期限を迎える 

者。 

(２) 登録の有効期限の最終年度に会長の定める様式により受講を延期する旨を申請し、翌年 

  度に受講しようとする者。 

2. 登録の有効期限が 1年を超えて経過した者は、特別更新講習を受講することができるものとす 

る。特別更新講習は会長が別に定める。 

 

第３２条（更新講習の受講申請） 

更新講習を受けようとする者は、当協会のオンライン更新講習ホームページアドレスから資 

格者証管理番号、生年月日、その他必要な事項を入力し受講を申請する。 

 

第３３条（更新講習の受講手数料） 

       受講手数料は、別に定める細則による。 

 

 

第６章  管路更生工法更新技術研修 

 

第３４条（更新技術研修の方法） 

更新技術研修の方法は、2時間以上の工法に関する講習および修了考査{集合方式(一つの会 

場に受講者が集まって共に学ぶ方式。以下、同じ。)2回/年}又はオンライン更新技術研修によ 

り随時行うものとする。 

 

   第３５条（更新技術研修の内容） 

     更新技術研修は、下水道管路更生管理技士としての技術的資質の維持、向上を図るために行う 

ものとする。 

2．更新技術研修は、工事を的確に遂行するために必要な工法の特徴、ノウハウについて行うもの 

とする。 

 

第３６条（更新技術研修の受講資格）  

更新技術研修の受講資格は、次の項目の何れかに該当することとする。         
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旧 規 程 改   訂   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章  資 格 者 証 の 運 用 

 

第２３条（工事における技術者の位置付けの明示） 

       本資格は、下水道管路更生工事において監理の役割を担う者を対象とする資格である。 

対象となる工事が建設業法で定める指定建設業７業種の内、土木一式工事に属している 

ため、本資格が国家資格となるまでの期間は、土木一式工事において監理技術者又は主任 

に相当する資格と合わせて発注者に提示し、対象工事における技術者としての位置 

付けを明示しなければならない。 

         本資格証においては、工事における技術者の位置付けを「監理技術者」又は「主任技術 

     者」として明記する。 

         各記載の要件として次に定める。 

 

（１）監理技術者記載の要件 

           監理技術者に相当する資格保有者で且つ監理技術者資格者証を保有する者 

           一級土木施工管理技士 

           一級建設機械施工技士 

           技術士        （該当する技術部門は別に定める細則による。） 

 

 

 

 

  （２）主任技術者記載の要件 

         主任技術者に相当する資格保有者又は実務経験者 

           二級土木施工管理技士 （該当する工事の種別は別に定める細則による。） 

           二級建設機械施工技士 （該当する工事の種別は別に定める細則による。） 

           土木工事１０年以上で且つ２件以上の管路更生工事の実務経験者 

                                          （所属する会社による実務経験の証明による。） 

 

 

(１) 下水道管路更生管理技士登録簿に登録されており、当該年度をもって当該工法の技術研修 

修了証の有効期限を迎える者。 

(２) 登録の技術研修修了証の有効期間の最終年度に会長の定める様式により受講を延期する旨 

を通知し、翌年度に受講しようとする者。 

2. 登録の有効期限から 1年を超えて経過した者は、特別更新技術研修を受講することができるも 

のとする。特別更新技術研修は会長が別に定める。 

 

第３７条（更新技術研修の受講申請） 

       更新技術研修を受けようとする者は、集合方式については当協会の機関誌管路更生およびホ 

ームページに掲載の実施案内により、所定の期日までに必要事項を記入した受講申込書を当協会 

へ送付し受講を申請する。又、オンライン更新技術研修についてはオンライン更新技術研修ホー 

ムページにて資格者証管理番号、生年月日、その他必要な事項を入力し受講を申請する。 

 

     第３８条(更新技術研修の受講手数料) 

       受講手数料は、別に定める細則による。 

 

第３９条（更新技術研修の免除） 

       当協会の資格試験委員会が認定した管路更生工法の更新技術研修を受講し、当該工法の研修を 

修了した者は第３４～３８条の更新技術研修を免除することができる。 

 

 

第７章  資 格 者 証 の 運 用 

 

第４０条（工事における技術者の位置付けの明示） 

       本資格は、下水道管路更生工事において監理の役割を担う者を対象とする資格である。 

対象となる工事が建設業法で定める指定建設業７業種の内、土木一式工事に属している 

ため、本資格が国家資格となるまでの期間は、土木一式工事において監理技術者又は主任 

に相当する資格と合わせて発注者に提示し、対象工事における技術者としての位置 

付けを明示しなければならない。 

       本資格証においては、工事における技術者の位置付けを「監理技術者」又は「主任技術 

    者」として明記する。 

   各記載の要件として次に定める。 

 

（１）監理技術者記載の要件 

      監理技術者に相当する資格保有者で、かつ監理技術者資格者証を保有する者 

一級土木施工管理技士 

           一級建設機械施工技士 

           技術士        （該当する技術部門は別に定める細則による。） 

特例監理技術者の職務を補佐する資格を保有する者 

        一級土木施工管理技士補 

一級建設機械施工技士補 

 

（２）主任技術者記載の要件 

       主任技術者に相当する資格保有者又は実務経験者 

           二級土木施工管理技士 （該当する工事の種別は別に定める細則による。） 

           二級建設機械施工技士 （該当する工事の種別は別に定める細則による。） 

           土木工事１０年以上で且つ２件以上の管路更生工事の実務経験者 

                                         （所属する会社による実務経験の証明による。） 
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旧 規 程 改   訂   

 

附   則 

 

第１項 本規定は平成２８年度より適用する。 

 

平成２７年１２月９日  制定 

平成２８年３月２３日  改訂（受験資格）対象資格を追加、（２）削除 

          平成２９年４月 ７日  改訂 第１１条（合格者の決定） 

          令和 ３年４月 １日    改訂 第５条(認定の取り消し)、第９条(受験資格)(２)を追 

加、第２２条(資格者証の返納)へ変更 

 

 

附   則 

 

第１項 本規程は平成２８年度より適用する。 

 

平成２７年１２月 ９日 制定 

平成２８年 ３月２３日 改訂 （受験資格）対象資格を追加、（２）削除 

          平成２９年 ４月 ７日 改訂  第１１条（合格者の決定） 

          令和 ３年 ４月 １日  改訂  第５条(認定の取り消し)、第９条(受験資格)(２)を追 

加、第２２条(資格者証の返納)へ変更 

令和 ４年 ４月 １日 改訂  第５条(認定の取り消し)、第９条(受験資格)、第１０ 

条(受験申請)、第１２条(合格者の決定)、第１３条(合 

格者証の有効期限)を変更、第３章第１４条(技術研修の 

方法)へ変更、第１５条(技術研修の内容)～第２０条(修 

了証の有効期間)を追加、第２１条(技術研修の免除)、 

第２３条(資格者証の発行)、第２６条(更新)を変更、第 

５章更新講習を追加、第６章管路更生工法更新技術研修 

を追加、第４０条(工事における技術者の位置付けの明

示)を変更。 

 

 


